











































( 1) 被相続人 Aは，平成 15年 7月23日，
Aの有する財産全部を Yに相続させる旨の公
正証書遺言をした。
(2) Aは，平成 15年 1月 14日に死亡した。
同人の法定相続人は，子である XとYである。
(3) Aは，相続開始時において，積極財産




(4) xは， Yに対し，平成 16年 4月4日，
遺留分減殺請求権を行使する旨の意思表示をし
fこ。
(5) yは，同年 5月 17日，相続財産である







億 2,483万 2.503円を差しヲ｜いた 748万 4.500
120 債務の相続と遺留分減殺
円の 4分の lである 187万 1,125円に，相続債
務の 2分の lに相当する 2億 1,241万 6,252円
を加算しなければならず，この算定方法による













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































9 田中淳子 「全部 「相続させる」旨の遺言
と相続債務がある場合の遺留分侵害額の算定
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